
　

地
域
主
権
改
革
、
地
方
創
生

が
進
め
ら
れ
る
中
、
住
民
に
最

も
身
近
な
行
政
主
体
で
あ
る
地

方
自
治
体
に
は
、
地
域
に
お
け

る
自
主
的
か
つ
総
合
的
な
役
割

を
担
う
責
任
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
「
川
根
本
町
第

２
次
総
合
計
画
」
の
初
年
度
と

な
る
平
成
29
年
度
は
、
人
口
減

少
対
策
や
地
域
の
活
力
を
創
生

し
て
い
く
た
め
の
取
り
組
み
を

進
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
川
根
本
町
が
「
元
気

で
輝
く
ま
ち
」
で
あ
る
た
め
に

は
、
地
域
の
資
源
や
人
材
を
有

効
に
活
用
す
る
と
と
も
に
、
町

民
の
皆
さ
ん
や
地
域
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
、
企
業
、
各
種
団
体
な
ど

と
の
協
働
に
よ
り
、
お
互
い
に

共
感
で
き
る
施
策
を
展
開
し
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
は
、
住
民
の
生

活
環
境
の
向
上
に
加
え
、
高
度

情
報
基
盤
の
利
活
用
に
よ
る
町

内
小
中
学
校
で
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育

推
進
事
業
、
地
域
経
済
活
性
化

の
た
め
の
施
策
、
多
彩
な
地
域

資
源
を
生
か
し
、
人
と
自
然
の

共
生
を
目
指
し
た
地
域
間
交
流

の
促
進
に
重
点
を
置
き
、
予
算

を
編
成
し
ま
し
た
。

　

主
な
柱
と
し
て
、
自
然
災
害

等
に
備
え
る
防
災
対
策
、
人
口

減
少
、
少
子
高
齢
化
に
対
応

し
、
町
民
が
健
康
で
明
る
く
過

ご
す
た
め
の
保
健
、
医
療
、

福
祉
及
び
教
育
の
充
実
を
図
る

「
安
心
し
て
元
気
に
暮
ら
せ
る

ま
ち
づ
く
り
」
、
農
林
業
の

振
興
、
農
林
業
と
観
光
業
、
商

工
業
の
連
携
に
よ
り
６
次
産
業

課
、
町
民
の
財
産
で
あ
る
歴
史

的
資
産
や
豊
富
な
自
然
資
源
を

生
か
し
た
施
策
の
展
開
に
よ
る

「
農
林
業
が
元
気
で
、
豊
か
な

経
験
・
自
然
を
生
か
し
た
ま
ち

づ
く
り
」
、
南
ア
ル
プ
ス
ユ
ネ

ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク
の
理
念
の
普

及
啓
発
、
大
井
川
鐵
道
と
の
連

携
に
よ
る
誘
客
対
策
、
「
人
づ

く
り
・
魅
力
づ
く
り
・
活
力
づ

く
り
」
に
つ
な
が
る
活
動
へ
の

支
援
等
に
よ
る
「
交
流
と
ふ
れ

あ
い
の
ま
ち
づ
く
り
」
を
目
指

し
ま
す
。

平成29年度川根本町の予算総額 92億330万円

予算

◆
概
　
略

　

川
根
本
町
議
会
３
月
定
例
会
に
お
い
て
、
平

成
29
年
度
川
根
本
町
の
予
算
が
議
決
さ
れ
ま
し

た
。
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
の
予
算
総
額
は

92
億
３
３
０
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

３
億
４
７
０
万
円
、
率
に
し
て
３.

42
％
の
増
額

と
な
り
ま
し
た
。

　

皆
さ
ん
の
大
切
な
税
金
を
も
と
に
運
営
さ
れ

て
い
る
町
政
。
平
成
29
年
度
は
ど
の
く
ら
い
の

収
入
が
予
定
さ
れ
、
ど
の
よ
う
な
目
的
で
使
用

さ
れ
る
の
か
、
そ
の
予
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

◆
一
般
会
計
総
論

　

平
成
29
年
度
川
根
本
町
一
般
会
計
予
算
は
、

65
億
４
千
万
円
で
す
。前
年
度
と
比
較
し
て

３
億
２
千
３
０
０
万
円
、率
に
し
て
５.

20
％
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。

◆
一
般
会
計
（
歳
入
）

　

歳
入
の
状
況
を
み
ま
す
と
、
自
主
財
源
（
町

が
独
自
に
持
つ
財
源
）
が
39.

02
％
、
依
存
財
源

（
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
）
が
60.

98
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
自
主
財
源
で
あ
る
町
税
は
12
億
７
千
５
１

８
万
8
千
円【
△
２
千
１
６
８
万
1
千
円
】で

歳
入
総
額
の
19.

50
％
、
財
源
不
足
を
補
う
こ

と
な
ど
を
目
的
と
し
た
繰
入
金（
基
金
の
取
崩

し
な
ど
）は
９
億
８
千
５
９
９
万
３
千
円【
＋

１
億
２
千
９
６
３
万
８
千
円
】で
15.

07
％
、
依

存
財
源
の
地
方
交
付
税
は
23
億
２
千
６
０
0
万

円【
△
１
千
２
０
０
万
円
】で
35.

57
％
、
国
・

県
支
出
金
は
６
億
７
千
２
６
５
万
円【
△

２
千
７
７
６
万
３
千
円
】で
10.

28
％
、
町
債
は

７
億
３
千
４
７
０
万
円【
＋
２
億
２
千
４
７
０
万

円
】で
11.

23
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◆
歳
出
（
目
的
別
）

　

歳
出
の
状
況
を
目
的
別
に
み
ま
す
と
、
町
有

財
産
管
理
や
庁
舎
管
理
、
自
治
振
興
事
業
、

ま
ち
づ
く
り
事
業
、
情
報
政
策
、
町
営
バ
ス

の
運
行
、
環
境
対
策
の
推
進
に
関
す
る
総
務
費

は
16.

15
％
、
子
育
て
等
の
支
援
、
各
種
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の
実
施
な
ど
に
関
す
る
民
生
費
は

21.

76
％
、
住
民
の
健
康
づ
く
り
、
環
境
衛
生

の
向
上
、
飲
料
水
供
給
施
設
・
水
道
施
設
整
備

な
ど
の
生
活
環
境
基
盤
整
備
を
図
る
衛
生
費
は

10.

98
％
、
農
林
業
の
振
興
、
農
産
物
・
林
産
物

の
搬
出
に
寄
与
す
る
農
林
道
の
整
備
な
ど
に
関

す
る
農
林
水
産
業
費
は
８.

26
％
、
商
工
業
の
振

興
、
観
光
施
設
の
維
持
・
整
備
な
ど
に
関
す
る

商
工
費
は
５.

11
％
、
町
道
や
河
川
の
維
持
整
備

な
ど
に
関
す
る
土
木
費
は
７.

19
％
、
小
災
害
対

策
事
業
や
消
防
救
急
施
設
整
備
な
ど
に
関
す
る

消
防
費
は
５.

58
％
、
平
成
26
年
度
に
制
定
し

た
教
育
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
践
や
高
度
情
報
基
盤
を

活
用
し
た
町
内
小
中
学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
推
進
事

業
、
小
中
学
校
の
管
理
運
営
、
町
民
の
社
会
教

育
や
ス
ポ
ー
ツ
振
興
を
図
る
教
育
費
は
12.

36
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
起
債
の
元
利
償
還
金
で
あ
る
公
債
費

は
10.

81
％
と
、
依
然
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い

ま
す
。

◆
歳
出
（
性
質
別
）

　

性
質
別
で
は
、
南
部
子
育
て
支
援
施
設
改
修

事
業
や
本
川
根
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
施
設
整
備

事
業
、
地
域
要
望
に
沿
っ
た
町
道
・
林
道
の
改

良
や
生
活
環
境
整
備
事
業
、
町
内
医
療
機
関
に

配
備
す
る
医
療
機
器
整
備
事
業
、
観
光
施
設
整

備
事
業
、
準
用
河
川
島
沢
川
排
水
ポ
ン
プ
施
設

改
修
事
業
な
ど
に
よ
る
投
資
的
経
費
が
20.

02
％

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
25.

92
％
の
増
額
と

わたしたちの
平成29年度

総
務
課・財
務
管
理
室　
☎（
56
）２
２
２
０

川
根
本
町
長
　
鈴
木
敏
夫

◆
平
成
29
年
度

当
初
予
算
方
針

ここにも、一つの物語。
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その他（3.9%）
2億5,442万円町民一人当たりの�

（単位：円）� 税　額
町 民 税 36,378

固 定 資 産 税 131,702

軽 自 動 車 税 3,583

町 た ば こ 税 3,899

入 湯 税 691

合 計 176,253

町民一人当たりの�

（単位：円）� 予算額
議 会 費 10,781

総 務 費 145,987

民 生 費 196,683

衛 生 費 99,287

労 働 費 265

農林水産業費 74,626

商 工 費 46,204

土 木 費 65,004

消 防 費 50,439

教 育 費 111,772

災 害 復 旧 費 3,096

公 債 費 97,722

予 備 費 2,073

総 額 903,939

普通建設事業費〔単独〕
（16.34%）10億6,859万円

災害復旧事業費（0.34%）
2,240万円

普通建設事業費〔補助〕
（3.34%）2億1,835万円

投資的経費（20.02%）
13億934万円その他（0.25%）

1,621万円

積立金（0.29%）
1,902万円

繰出金（8.22%）
5億3,756万円

その他（8.76%）
5億7,279万円

維持補修費（0.68%）
4,441万円

補助費等（13.62%）
8億9,075万円

経常的経費（71.22％）
46億5,787万円

物件費（22.37％）
14億6,311万円

公債費（10.81%）
7億702万円

扶助費（6.4%）
4億1,859万円

人件費（17.34％）
11億3,399万円

県支出金（6.35%）
4億1,548万円

町債（11.23％）
7億3,470万円

国庫支出金（3.93%）
2億5,717万円

地方交付税（35.57％）
23億2,600万円

依存財源（60.98％）
39億8,777万円

※一般会計歳入歳出予算額を平成29年3月1日
　現在の人口7,235人で割った金額です。

自主財源（39.02%）
25億5,223万円

歳入合計
65億4,000万円

歳出合計
65億4,000万円

その他（1.27%）
8,283万円

分担金及び負担金
（0.48%）3,158万円

使用料及び手数料
（1.17%）7,664万円

繰越金（1.53%）
1億円

繰入金（15.08%）
9億8,599万円

町税（19.5％）
12億7,519万円

歳入グラフ

歳出グラフ

な
っ
て
い
ま
す
。

　

義
務
経
費
は
、
職
員
の
退
職
な
ど
に
よ
り

人
件
費
が
０.

37
％
の
減
額
、
重
度
障
が
い
者

（
児
）
医
療
費
扶
助
費
、
障
が
い
者
自
立
支
援

給
付
費
は
増
額
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、
徳
山

聖
母
保
育
園
施
設
型
給
付
費
、
さ
ゆ
り
幼
稚
園

施
設
給
付
型
給
付
費
、
児
童
手
当
に
係
る
経

費
、
老
人
保
護
措
置
費
な
ど
の
減
額
に
よ
り
扶

助
費
が
１.

63
％
の
減
額
、
平
成
27
年
度
に
完
成

し
た
高
度
情
報
基
盤
整
備
に
係
る
合
併
特
例
債

等
の
償
還
が
開
始
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
公
債
費

が
２.

73
％
の
増
額
と
な
り
、
義
務
経
費
の
合
計

で
７
６
５
万
２
千
円
、
率
に
し
て
０.

34
％
の
増

額
、
構
成
比
は
34.

55
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

物
件
費
は
、
臨
時
職
員
の
賃
金
、
旅
費
、
燃

料
費
や
光
熱
水
費
、
修
繕
料
な
ど
の
需
用
費
が

減
額
し
て
い
る
も
の
の
、
広
告
料
や
通
信
運
搬

費
な
ど
の
役
務
費
、
備
品
購
入
費
、
町
立
小

中
学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
推
進
業
務
委
託
料
や
中
学

生
及
び
高
校
生
海
外
研
修
事
業
委
託
料
な
ど
の

委
託
料
が
増
額
と
な
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て

８
千
２
５
７
万
１
千
円
、
率
に
し
て
５.

98
％
の

増
額
、
構
成
比
は
22.

37
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

維
持
修
繕
費
は
、
修
繕
料
な
ど
の
減
額
に

よ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
２
３
２
万
８
千

円
、
率
に
し
て
４.

98
％
の
減
額
、
構
成
比
は

０.

68
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

補
助
費
等
は
、
常
備
消
防
事
務
委
託
料
、
サ

テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
誘
致
支
援
補
助
金
、
ふ
る

さ
と
納
税
寄
附
者
贈
答
品
購
入
費
な
ど
が
増
額

と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、
静
岡
市
消
防
局
島
田

消
防
署
川
根
北
出
張
所
配
備
の
指
揮
連
絡
車
購

入
に
係
る
常
備
消
防
負
担
金
、
川
根
広
域
施
設

組
合
負
担
金
、
臨
時
福
祉
給
付
金
、
年
金
生
活

者
等
臨
時
福
祉
給
付
金
な
ど
の
減
額
に
よ
り
、

前
年
度
と
比
較
し
て
１
千
９
５
７
万
円
、
率
に

し
て
２.

15
％
の
減
額
、
構
成
比
は
13.

62
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
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